
 
2025年 5月 14日 

 

各  位 

 

会 社 名 株式会社奥村組 
代表者名 代表取締役社長 奥村  太加典 

（コード番号 1833 東証プライム） 
問合せ先 社長室経営企画部長 深 津  有彦 

（TEL. 06 - 6621 - 1101） 

 
 

「中期経営計画（2025～2027年度）」の策定に関するお知らせ 

 

当社グループは、本日開催の取締役会において、「中期経営計画（2025～2027 年度）」の策定を決

議しましたので、お知らせいたします。 

 

当社グループは、今後も長期的に事業を継続し社会の持続的な発展に貢献するため、将来のあり

たい姿を示す「2030年に向けたビジョン」を策定し、長期的な観点から経営に取り組んでおります。 

「中期経営計画（2025～2027 年度）」は、「2030 年に向けたビジョン」の実現を見据えた第 3のス

テップと位置づけており、「持続的な成長に向けた経営基盤の強化」をテーマに、建設事業の収益力・

技術力の向上を中心とした「企業価値の向上」、建設事業に依存しない安定的な収益基盤の構築に向

けた「事業領域の拡大」、人材の確保・育成および多様な人材が活躍しその能力を最大限に発揮でき

る環境整備に向けた「人的資源の活用」の３つの事業戦略の基本方針を着実に進めるとともに、そ

れらに基づく各種施策を実行し、ビジョンの実現を目指してまいります。 

 

 

「2030 年に向けたビジョン」 

・企業価値の向上に努め、業界内でのポジションを高める 

・持続的な成長に向け事業領域を拡大し、強固な収益基盤を築く 

・人を活かし、人を大切にする、社員が誇れる企業へ 

 

（私たちの思い） 

私たち奥村組グループは、社会の持続的な発展に貢献するために社会のニーズの変化を見据えて

事業・サービスを展開するとともに、確かな技術と誠実な事業運営により、社会の信頼に応え、安

心を提供し、関係する全ての人とともに豊かさを分かち合い、成長し続ける企業グループであり

たいと考えます。 

 

 

 

 

 



「中期経営計画（2025～2027 年度）」の概要 

 

1. 事業戦略の基本方針 

企業価値の向上 事業領域の拡大 人的資源の活用 

・収益力・技術力の向上 

・アライアンスの推進 

・ESG/SDGsへの取り組み強化 

・不動産事業の拡大 

・新規事業の拡大 

・海外事業基盤の強化 

・社員エンゲージメントの向上 

 ・人材の確保と育成 

 

2. 財務目標 

連結項目 2024年度（実績） 2027年度（目標） 

売上高  2,982億円  3,300億円 

営業利益  97億円  200億円 

ROE  1.5％  8％以上 

 

3. 非財務目標（主要目標） 

施工段階・オフィス

における CO2排出量 

新卒 3年以内の 

離職率 

管理職に占める 

女性比率 

死亡災害の 

発生件数 

安全成績 

度数率 

4.8 万 t-CO2以下 

（2027年度目標） 

10％未満 

（2027年度目標） 

6％以上 

（2027年度目標） 

0件 

（各年度目標） 

0.50以下 

（各年度目標） 

 

4. 資本政策 

株主還元政策 

【基本方針】 

安定的な配当を継続することを前提としたうえで、業績に応じた成

果の配分を行うとともに、自己株式取得を機動的に実施する 

【中期経営計画（2025～2027 年度）期間中の方針】 

連結配当性向※70％以上 

（業績に関わらず自己資本配当率(DOE) 2.0％を下限とする） 

※年間配当総額（中間＋期末）÷親会社株主に帰属する当期純利益 

［一過性の特殊要因（為替予約評価損益）による影響を除く］ 

政策保有株式の縮減 

・継続的に政策保有株式の縮減に取り組み、連結純資産に対する割合

の逓減を図る 

・売却可能となった株式については当社の株主還元の基本方針である

安定的な配当を継続することを前提としたうえで、「2030 年に向け

たビジョン」実現のための成長投資をはじめとする資金需要等に鑑

み、計画的かつ継続的に売却を進める 

 

詳細につきましては、添付資料をご参照ください。 
 

以 上 
 

本資料に掲載されております計画、予測または見通しなど将来に関する事項は本書面の発表日現在における

当社グループの戦略、目標、前提または仮定に基づいており、実際の業績は、様々な要素により、記載の計画、

予測または見通しなどとは異なる結果となる可能性があります。 
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理念体系・長期ビジョン

【奥村組のパーパス】 【経営理念】

（P 3/30）



■

理念体系・長期ビジョン

企業価値の向上に努め、業界内でのポジションを高める

持続的な成長に向け事業領域を拡大し、強固な収益基盤を築く

人を活かし、人を大切にする、社員が誇れる企業へ

『2030年に向けたビジョン』は、当社グループの将来のありたい姿を示しており、未来に向かって事業を力強く推進し、
堅実な成長軌道を描き続けるための全社員が共有する道標と捉えています。『2030年に向けたビジョン』の実現を目指して、
ステークホルダーの皆さまに信頼される経営に取り組んでいきます。

（P 4/30）



■

理念体系・長期ビジョン （P 5/30）
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持続的な成長に向けた
経営基盤の強化建設事業を中心とする

生産性の向上

■ 連結売上高（単位：億円） ■ 連結営業利益（単位：億円）

営業力の強化・
収益基盤の構築



■

当社グループでは、気候関連を含めたサステナビリティ課題への対応が重要な経営課題であるとの認識のもと、ESG/SDGs
に関わるリスクと機会、それらが顕在化した場合のインパクトを分析し、その発生可能性と影響度の2軸により、ESG/SDGs
に関わる課題を抽出しており、気候変動に関する課題の抽出については、上記に加えTCFD提言に基づくシナリオにおける重
要度も評価したうえで行っています。

それら課題の重要度を分析した結果、 ESG/SDGsに関わる当社グループのマテリアリティ（重要課題）として以下を特定し
ており、これらの課題解決に向けた方策を中期経営計画における各部門の施策等に反映することで、事業活動とESG/SDGs
に関わる取り組みを一体的に推進しています。

理念体系・長期ビジョン

■

（P 6/30）

持続可能な社会
インフラへの貢献

マテリアリティ①

環境に配慮した
事業の推進

マテリアリティ②

コーポレート・
ガバナンスの強化

マテリアリティ④

ウェルビーイングを
実現する職場づくり

マテリアリティ③



当社グループの
マテリアリティ（重要課題） マテリアリティに対する具体的な取り組み方針

変わりゆく社会のニーズを正しく捉え、これまでに培った技術を駆使し高品質かつ長寿命な
社会インフラを構築することに加え、老朽化するインフラや既存建築物の維持更新・改修、
不動産ストックの有効活用にも積極的に取り組むなど、総合インフラストラクチャー企業と
して持続可能な社会基盤づくりに貢献します。

『人と地球に優しい環境の創造と保全』の基本理念のもと、建設施工段階のCO2排出量の削
減やZEB等による建築物の省エネルギー設計、環境関連の技術開発の推進に加え、再資源化
等の資源の有効活用や再生可能エネルギーの安定供給に向けた施設運営にも積極的に取り組
むなど、脱炭素社会の実現に向け、環境に配慮した事業推進を図ります。

安心安全で働きがいのある労働環境を確保するとともに、女性をはじめ多様な人材が個々の
能力を最大限に発揮し、すべての社員が健康で生き生きと活躍できる職場環境を整備するな
ど、ウェルビーイングを実現する職場づくりを推進します。

当社グループは、『社会から必要とされ続ける企業』であることを目指し、経営の公正性・
透明性の確保と企業価値の向上のために、企業行動規範に則り、アカウンタビリティーを最
重視した取締役会の意思決定、監査等委員会のモニタリングを通じてコーポレート・ガバナ
ンスの充実を図ることとしています。役職員に対しては引き続きコンプライアンス意識向上
を図るための教育を徹底し、企業倫理に則った誠実な事業活動を推進することで、コーポ
レート・ガバナンスの実効性を高め、ステークホルダーからの信頼獲得に努めていきます。

理念体系・長期ビジョン （P 7/30）



前・中期経営計画の総括

■

（P 8/30）



前・中期経営計画の総括

■

売 上 高 2,494 2,881 2,982

営 業 利 益 
（営業利益率）

118
（4.7%）

137
（4.8％）

97
（3.3％）

経 常 利 益
（経常利益率）

129
（5.2%）

148
（5.2％）

89
（3.0％）

R O E 6.6% 6.9％ 1.5％

［参考］個別受注高 2,799 3,368 3,766

（P 9/30）

（単位：億円）



前・中期経営計画の総括

■

再エネ事業
による発電量

建設事業による
CO2排出量

設計施工建物の
運用エネルギー

・「再エネ事業による発電量」目標は、2023年度に前倒しで目標を達成したものの、2024年度において、石狩バイオエナ
ジー合同会社の発電施設が2024年7月の爆発事故により商業運転を停止し、以降の発電を行うことができなかったため、
未達となりました。

（P 10/30）

＊2013年度比




